　　　開発行為に伴う道路に関する手続要綱（用地編）
（目的）

第1条 　この要綱は、都市計画法第29条の規定に基づく開発行為で、苫小牧市の許可を必要とするものにおいて、同法第32条の規定に基づく開発行為に伴う公共施設に関する協議のうち、苫小牧市が管理する道路（用地）に係る協議の手続きを定めることを目的とする。
（申請書）

第2条 　開発行為を申請しようとする者（以下「開発申請者」という。）は、開発行為に伴う道路に関する協議申請書（様式第１号）に必要事項を記入し、次に掲げる書類のうち、必要なものを添付して苫小牧市（以下「道路管理者」という。）に提出するものとする。

（1） 公共施設の管理者等に関する協議の経過書（都市計画法による開発許可制度の手引き【北海道建設部まちづくり局都市計画課】細則別記第4号様式（第7条関係））
（2） 開発行為に関係がある公共施設の管理者の同意書（様式第２号）
（3） 隣接関係権利者の同意書（様式第３号）　※必要に応じ提出
（4） 全部事項証明書（土地）

（5） 位置図
（6） 現況平面図

（7） 求積図

（8） 定規図

（9） 土地利用計画図
（10）開発行為概要書
（11）その他必要な書類

２　前項（３）については、開発区域外の土地所有者が接している在来公道の地形の変更または廃止、若しくは公道の新設をする場合に提出すること。
（同意・協議の成立）

第3条 　道路管理者は、前条の申出に同意する場合、既存の公共施設管理者の同意書（様式第２号）を交付する。また、前条の申請に係る協議が成立した場合は、「公共施設の管理者等に関する協議の経過書」に記名捺印したものを交付する。
２　道路管理者は、前項の同意または協議に当たり必要なときは、条件を付することができる。

（取下書）

第4条 　開発行為に伴う道路に関する手続要綱第２条に規定する申請を取り下げる場合、開発申請者は、取下書（様式第４号）を道路管理者に提出するものとする。

（開発申請者の変更）

第5条 　同意書及び経過書に記載した開発申請者を変更する場合は、開発申請者変更届（様式第５号）を道路管理者に提出するものとする。

（変更協議）

第6条 　同意書及び経過書に記載された道路の帰属に関する事項の変更が生じた場合、開発申請者は、様式第６号により変更協議の申出を行うものとする。

２　道路管理者は、前項の変更について承認するときは、開発申請者に対し、変更承認通通知書（様式第７号）を交付するものとする。
（完了届）

第7条 　開発行為に関する工事が完了したとき、開発申請者は、次の書類を添付して速やかに公共施設工事完了届出書（省令別記様式第５(都市計画法施行規則第29条関係)）を道路管理者に提出するものとする。

（1） 位置図

（2） 出来高図　※幅員、延長等土地の境界を確認できるもの
（3） 実測求積図

（4） 写真
（5） その他必要な書類
（登記等手続）

第8条 　開発行為により、苫小牧市に帰属する道路がある場合、開発申請者は、第10条に規定する開発行為により設置された公共施設の管理・帰属の引継書（様式８号）の提出までに、当該道路敷地について次に掲げる手続等を完了するものとする。
（1） 住所等の変更
土地の登記簿上の住所等とその土地の所有者の印鑑証明書及び全部事項証明書の住所等を符合させること。
（2） 地籍

公募地籍と実測地籍が異なる場合は、地籍更正の登記を法務局に申請し、訂正しておくこと。
（3） 所有権以外の登記抹消
仮登記、抵当権、賃借権等の登記は、事前に抹消しておくこと。
（4） 地目変更

登記簿上の地目を「公衆用道路」としておくこと。
（道路台帳図）

第9条 　苫小牧市に帰属する道路がある場合、開発申請者は、道路管理者の指示に従い関連する道路台帳図一式の作成又は補正をするものとする。

（公共施設の管理・帰属）

第10条 　苫小牧市に帰属する道路がある場合、開発申請者は、開発行為により設置された公共施設の管理・帰属の引継書（様式８号）に必要事項を記入し、次に掲げる書類のうち必要なものを添付して道路管理者に提出するものとする。
（1） 帰属用地一覧表

（2） 登記原因証明情報兼登記承諾書
（3） 印鑑証明書、現在事項全部証明書（法人）

（4） 位置図、土地利用計画図

（5） 地積測量図、全部事項証明書（土地）
（6） 検査済書（写し）及び完了公告（写し）

（7） 道路台帳図一式
（8） その他必要な書類

（検査証の提出等）

第11条 　第７条に規定する完了届が提出された場合、道路管理者は、都市計画法第36条第２項に係る手続を行うものとする。ただし、同意書及び経過書の記載に道路の帰属がある場合は、前条に規定する道路帰属及び変更申請書内容を審査した後、手続を行うものとする。

２　前項ただし書き基づく道路帰属の内容の審査の後に、都市計画法第36条第２項に規定する検査済証の交付があった場合は、開発申請者は、速やかに検査済証（写）を道路管理者に提出するものとする。
（道路法の手続）

第12条 　苫小牧市に帰属する道路がある場合、道路管理者は、前条第２項に規定する書類の受理後、道路法で定められた手続を行うものとする。
（開発者帰属通知）

第13条 　開発申請者に帰属する土地がある場合、道路管理者は、登記手続きを完了した後、従前の公共施設（道路）帰属通知書（様式第９号）により、その土地が開発申請者に帰属した旨を開発申請者に通知するものとする。

２　開発申請者は、開発申請者に帰属する土地の登記に係る法定費用を負担するものとする。
　　　附　則

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。
（様式第１号）

開発行為に伴う道路に関する協議申請書

   　　年　　月　　日

苫小牧市長　岩　倉　博　文　様

申請者　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　
都市計画法第32条の規定に基づき、開発行為に伴う道路について、設計図書を添えて協議します。

	開発行為に含まれる

地域の名称
	

	開発区域の面積
	

	予定建築物等の用途
	
	計画戸数
	

	開発区域の

地域地区等
	（１）市街化区域
	（２）市街化調整区域

	
	用途地域
	

	設計者住所、氏名
	
	TEL
	

	備

考
	
	受

付

欄
	


１　既存道路への接続について

（１）接続する道路

	路線番号
	路　　　線　　　名

	
	


（２）関連整備する道路

	路線名等
	整　備　内　容

	
	


２　既存市道の改廃について

	路線番号
	路　　　線　　　名

	
	


細則別記第４号様式（北海道都市計画法施行細則第７条関係）
公共施設の管理者等に関する協議の経過書
   　　年　　月　　日
苫小牧市長　岩　倉　博　文　様

申請者　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　印
都市計画法第32条（都市計画法第34条の2第2項において準用する同法第32条、都市計画法第35条の2第4項において準用する同法第32条）の規定による公共施設の管理者等との協議の経過は、次のとおりです。
	１　協議年月日
	年　　月　　日

	２　協　議　先
	

	３  協議の内容

	


　　
（１）新たに設置される公共施設
	種　類
	番号
	概　　　　　要
	管　　理　　者
	用地の帰属
	摘　　要

	
	
	幅員
寸法
	延長
	面積
	
	
	

	
	
	m
	m
	㎡
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（２）法第40条第１項の規定が適用される場合における従前の公共施設
	種　類
	番号
	概　　　　　要
	管　理　者
	公共施設の
用に供する

土地の所有

者
	用地の
帰属
	摘 要

	
	
	幅員
寸法
	延長
	面積
	
	
	
	

	
	
	m
	m
	㎡
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


  備考　１  １の公共施設用地が２以上の者に帰属することとなる場合には、「摘要」

の欄にその旨を記載し、当該帰属の状態を示す図面その他の資料を添付する

こと。
        ２  「概要」の欄には、広場、公園、緑地及び消防の用に供する貯水施設につ
　いては面積のみを、下水管きょについては寸法及び延長のみを記入すること。
        ３  公共施設を管理することとなる者との協議を了した協議書の写しを添付す
　ること。
        ４  申請者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を
　記入すること。

様式第２号

苫　開　第　　　　　号

   　　年　　月　　日

住所

　

氏名

苫小牧市長　岩　倉　博　文

既存の公共施設管理者の同意書

下記の開発行為については、管理上支障のないものと認め同意します。

記

	１
	開発区域に含まれる地域の名称
	

	２
	開発区域の面積
	㎡

	３
	開発行為の目的
	

	４
	従前の公共施設
	路線番号
	路線名
	接続､付替､改廃等の別
	幅員
(ｍ)
	延長
(ｍ)
	面積
(㎡)

	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	同意の内容
	


（様式第３号）

隣接関係権利者の同意書

１　土地の所在

２　地　目

３　地　積

４　開発申請者　住　所

　　　　　　　　氏　名

５　同意する内容

年　　　月　　　日

苫小牧市長　様

所有者　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　
（様式第４号）

取　下　書

   　　年　　月　　日

苫小牧市長　岩　倉　博　文　様

   　　年　　月　　日付で提出した次の開発行為に伴う道路に関する協議書及び同意書に基づく開発行為については、計画を取り止めることになりましたので、開発行為に伴う道路に関する手続要綱（用地編）第４条の規定により、取下書を提出します。

１　許可番号

２　開発場所

３　開発区域の面積　

　　　　　　住　所

開発申請者

　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　住　所

設　計　者

　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　住　所

工事施工者

　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　
（様式第５号）

開発申請者変更届
   　　年　　月　　日

苫小牧市長　岩　倉　博　文　様

申請者　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　
開発行為に伴う公共施設（道路）に関する協議の開発申請者を次のとおり変更しますので、開発行為に伴う道路に関する手続要綱（用地編）第５条の規定により開発申請者変更届を提出します。

１　既存の公共施設管理者の同意書（様式第２号）、または、公共施設の管理者等に関する協議の経過書（細則別記第４号様式）

　　　　　　年　　月　　日付苫開第　　号

２　開発場所

　　苫小牧市　　町　　番地　外　　筆

３　開発申請者

新　　住　所

氏　名

旧　　住　所

氏　名

４　変更理由（名称変更・地位継承等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式第６号）

開発行為の同意・協議内容の変更届
   　　年　　月　　日

苫小牧市長　岩　倉　博　文　様

申請者　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　
既存の公共施設管理者の同意書（様式第２号）及び公共施設の管理者等に関する協議の経過書（細則別記第４号様式）に記載された内容に変更が生じましたので、開発行為に伴う道路に関する手続要綱（用地偏）第６条の規定により、変更届を提出します。

	名称
	訂正前
	訂正後

	関係する公共施設
	
	

	開発区域の面積
	
	

	新たに設置される公共施設

	
	種　類
	
	

	
	名　称
	
	

	
	幅　員
	
	

	
	延　長
	
	

	
	面　積
	
	

	
	摘　要
	
	

	従前の公共施設

	
	種　類
	
	

	
	名　称
	
	

	
	幅　員
	
	

	
	延　長
	
	

	
	面　積
	
	

	
	摘　要
	
	

	その他
	
	


（様式第７号）

苫　開　第　　　　　号

   　　年　　月　　日

住所

氏名

苫小牧市長　岩　倉　博　文

開発行為の同意・協議内容の変更承認通知書
　　　　　年　　月　　日をもって申請のありました開発行為の同意・協議内容の変更について、書類審査等の結果、適正であると承認しましたので、開発行為に伴う道路に関する手続要綱（用地編）第６条第２項の規定により通知します。

　なお、本書は既存の公共施設管理者の同意書（様式第２号）及び公共施設の管理者等に関する協議の経過書（細則別記第４号様式）と併用してください。

記
	名称
	訂正前
	訂正後

	関係する公共施設
	
	

	開発区域の面積
	
	

	新たに設置される公共施設

	
	種　類
	
	

	
	名　称
	
	

	
	幅　員
	
	

	
	延　長
	
	

	
	面　積
	
	

	
	摘　要
	
	

	従前の公共施設

	
	種　類
	
	

	
	名　称
	
	

	
	幅　員
	
	

	
	延　長
	
	

	
	面　積
	
	

	
	摘　要
	
	

	その他
	
	


省令別記様式第５（都市計画法施行規則第29条関係）
公 共 施 設 工 事 完 了 届 出 書
   　　年　　月　　日

苫小牧市長　岩　倉　博　文　様

申請者　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　
　都市計画法第36条第１項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号　　年

　　月　　日第　　号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。
記
１　工事完了年月日　　　　年　　　月　　　日
２　工事を完了した公共施設が存する開発区域又は工区に含まれる地域の名称
３　工事を完了した公共施設
	 ※　受付番号
	年　　月　　日　　第　　　　号

	 ※　検査年月日
	年　　月　　日

	 ※　検査結果
	合　　　　　　否

	 ※　検査済証番号
	年　　月　　日　　第    　　号

	 ※　工事完了公告年月日
	年　　月　　日


備考　１　届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
２　届出者の氏名（法人にあつてはその代表者の氏名）に記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができる。
３　※印のある欄は記載しないこと。
（様式第８号）

都市計画法に基づく開発行為により設置された公共施設の管理・帰属の引継書

   　　年　　月　　日

苫小牧市長　岩　倉　博　文　様

申請者　住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　
都市計画法第32条の規定に基づき、公共施設（道路）について、都市計画法第39条による施設の管理及び第40条第２項による土地の帰属をいたしたく、次の図書を添えて引継いたします。

１　施工区域の名称
２　開発許可番号
３　帰属年月日
４　添付書類
（様式第９号）

苫　開　第　　　　　号

   　　年　　月　　日

住所

氏名

苫小牧市長　岩　倉　博　文

従前の公共施設（道路）の帰属通知書
　　　　年　　月　　日苫小牧市告示第　　号によって工事が完了した開発行為について、その翌日を持って、その開発区域内の従前の公共施設（道路）が、都市計画法第40条第１項の規定により、別添図書のとおり貴殿に帰属しましたので、開発行為に伴う道路に関する手続要綱（用地偏）第13条第１項の規定により通知します。

添付図書
１　開発行為を受けた者に帰属する従前の公共施設（道路）の一覧表
２　開発行為に関する工事の完了公告の写し
３　公図写
４　地積測量図
